
（2）国連等の日本人職員

①　国連関係機関におけるクラス別日本人職員
人、(％)

女性 199 (42.5) 211 (43.9) 238 (45.7) 265 (47.6) 302 (49.5) 318 (49.5)

男性 269 (57.5) 270 (56.1) 283 (54.3) 292 (52.4) 308 (50.5) 324 (50.5)

女性 13 (22.4) 13 (24.1) 14 (23.7) 12 (23.5) 14 (23.7) 17 (28.3)

男性 45 (77.6) 41 (75.9) 45 (76.3) 39 (76.5) 45 (76.3) 43 (71.7)

女性 352 (52.5) 368 (54.4) 394 (56.4) 406 (57.3) 422 (57.3) 428 (55.9)

男性 319 (47.5) 308 (45.6) 304 (43.6) 302 (42.7) 314 (42.7) 337 (44.1)

女性 20 (34.5) 23 (37.7) 19 (32.8) 21 (32.3) 24 (35.8) 28 (36.4)

男性 38 (65.5) 38 (62.3) 39 (67.2) 44 (67.7) 43 (64.2) 49 (63.6)

女性 427 (55.8) 442 (57.9) 455 (58.4) 463 (60.4)

男性 338 (44.2) 322 (42.1) 324 (41.6) 303 (39.6)

女性 31 (41.9) 33 (43.4) 33 (42.9) 31 (43.1)

男性 43 (58.1) 43 (56.6) 44 (57.1) 41 (56.9)

（注） 外務省調べ（外務省把握数）。各年１月現在、平成26年以降は前年12月末現在。

うち幹部職員 74 76 77 72

専門職以上 765 764 779 766

平成24年 平成25年 平成26年 平成2７年

平成23年

765

7765

平成22年

67

平成16年 平成17年

610 642

59 60

平成13年

481

54

平成14年 平成15年

521 557

59 51

専門職以上

うち幹部職員

平成12年

468

58

専門職以上

58 61 58

平成18年

※平成25年までは、国際連合事務局（ＵＮ）、国連開発計画（ＵＮＤＰ）、国連人口基金（ＵＮＦＰＡ）、国連プロジェクト・サービス機
関（UNOPS）、国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）、国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）、ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等と女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄのための
国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）、国連訓練調査研究所（ＵＮＩＴＡＲ）、国連ﾊﾟﾚｽﾁﾅ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）、国際貿易センター
（ＩＴＣ）、国際司法裁判所（ＩＣＪ）、国連合同職員年金基金（ＵＮＪＳＰＦ）、国連大学（ＵＮＵ）、国際労働機関（ＩＬＯ）、国連食糧農業
機関（ＦＡＯ）、国連世界食糧計画（ＷＦＰ）、国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）、世界保健機関（ＷＨＯ）、汎アメリカ保健機関
（ＰＡＨＯ）、国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）、万国郵便連合（ＵＰＵ）、国際電気通信連合（ＩＴＵ）、
世界気象機関（ＷＭＯ）、国際海事機関（ＩＭＯ）、世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）、国際農業開発基金（ＩＦＡＤ）、国連工業開発機
関（ＵＮＩＤＯ）、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）、世界観光機関（ＵＮ-ＷＴＯ）、国連国際電算センター（ＵＮＩＣＣ）、国連貿易開発会議
（UNCTAD）、国連環境計画（UNEP）、アジア・太平洋経済社会委員会（ESCAP）の計34機関
※平成26年以降は、上記に加え、国連の統計に合わせて、気候変動枠組み条約事務局（UNFCCC）を加えた計35機関。

平成19年 平成20年 平成21年

うち幹部職員

736671 676 698 708

職員数
年

職員数
年

職員数
年



②　主な国際機関等の日本人職員 人、（％）

総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性

国際連合事務局 73 28 45 76 40 36 83 50 33 104 61 43 139 85 54 143 87 56 138 80 58 116 73 43

（ＵＮ） (38.4) (61.6) (52.6) (47.4) (60.2) (39.8) (58.7) (41.3) (61.2) (38.8) (60.8) (39.2) (58.0) (42.0) (62.9) (37.1)

国連開発計画 37 19 18 27 11 16 44 21 23 76 45 31 82 51 31 92 60 32 93 59 34 83 51 32

（ＵＮＤＰ） (51.4) (48.6) (40.7) (59.3) (47.7) (52.3) (59.2) (40.8) (62.2) (37.8) (65.2) (34.8) (63.4) (36.6) (61.4) (38.6)

国連人口基金 9 6 3 11 7 4 15 13 2 17 16 1 14 13 1 15 14 1 15 14 1 12 11 1

（ＵＮＦＰＡ） (66.7) (33.3) (63.6) (36.4) (86.7) (13.3) (94.1) (5.9) (92.9) (7.1) (93.3) (6.7) (93.3) (6.7) (91.7) (8.3)

国連難民高等弁務官事務所 28 11 17 47 26 21 57 36 21 62 37 25 63 43 20 65 45 20 63 44 19 61 43 18

（ＵＮＨＣＲ） (39.3) (60.7) (55.3) (44.7) (63.2) (36.8) (59.7) (40.3) (68.3) (31.7) (69.2) (30.8) (69.8) (30.2) (70.5) (29.5)

国連児童基金 29 16 13 26 15 11 39 27 12 86 64 22 91 76 15 86 74 12 84 70 14 88 71 17

（ＵＮＩＣＥＦ） (55.2) (44.8) (57.7) (42.3) (69.2) (30.8) (74.4) (25.6) (83.5) (16.5) (86.0) (14.0) (83.3) (16.7) (80.7) (19.3)

国連大学 3 1 2 4 1 3 5 2 3 6 2 4 5 2 3 4 2 2 4 2 2 6 3 3

（ＵＮＵ） (33.3) (66.7) (25.0) (75.0) (40.0) (60.0) (33.3) (66.7) (40.0) (60.0) (50.0) (50.0) (50.0) (50.0) (50.0) (50.0)

国際労働機関 23 4 19 25 13 12 38 23 15 52 34 18 43 24 19 39 21 18 39 22 17 40 23 17

（ＩＬＯ） (17.4) (82.6) (52.0) (48.0) (60.5) (39.5) (65.4) (34.6) (55.8) (44.2) (53.8) (46.2) (56.4) (43.6) (57.5) (42.5)

国連食糧農業機関 41 6 35 37 7 30 38 13 25 53 17 36 48 15 33 44 12 32 52 20 32 45 18 27

（ＦＡＯ） (14.6) (85.4) (18.9) (81.1) (34.2) (65.8) (32.1) (67.9) (31.3) (68.8) (27.3) (72.7) (38.5) (61.5) (40.0) (60.0)

国連世界食糧計画 12 2 10 16 8 8 20 11 9 42 28 14 51 33 18 51 33 18 50 32 18 47 30 17

（ＷＦＰ） (16.7) (83.3) (50.0) (50.0) (55.0) (45.0) (66.7) (33.3) (64.7) (35.3) (64.7) (35.3) (64.0) (36.0) (63.8) (36.2)

国連教育科学文化機関 34 10 24 38 19 19 52 28 24 69 46 23 63 45 18 63 42 21 61 43 18 54 41 13

（ＵＮＥＳＣＯ） (29.4) (70.6) (50.0) (50.0) (53.8) (46.2) (66.7) (33.3) (71.4) (28.6) (66.7) (33.3) (70.5) (29.5) (75.9) (24.1)

世界保健機関 46 9 37 42 11 31 46 12 34 48 18 30 40 18 22 46 22 24 44 22 22 45 24 21

（ＷＨＯ） (19.6) (80.4) (26.2) (73.8) (26.1) (73.9) (37.5) (62.5) (45.0) (55.0) (47.8) (52.2) (50.0) (50.0) (53.3) (46.7)

国際電気通信連合 9 1 8 5 1 4 6 1 5 8 0 8 6 1 5 7 2 5 7 2 5 6 2 4

（ＩＴＵ） (11.1) (88.9) (20.0) (80.0) (16.7) (83.3) (0.0) (100.0) (16.7) (83.3) (28.6) (71.4) (28.6) (71.4) (33.3) (66.7)

国連工業開発機関 31 9 22 17 3 14 14 1 13 16 3 13 15 3 12 15 3 12 14 3 11 16 3 13

（ＵＮＩＤＯ） (29.0) (71.0) (17.6) (82.4) (7.1) (92.9) (18.8) (81.3) (20.0) (80.0) (20.0) (80.0) (21.4) (78.6) (18.8) (81.3)

国連貿易開発会議 9 3 6 10 2 8 13 4 9 12 5 7 9 3 6 9 3 6 10 4 6 9 4 5

（ＵＮＣＴＡＤ） (33.3) (66.7) (20.0) (80.0) (30.8) (69.2) (41.7) (58.3) (33.3) (66.7) (33.3) (66.7) (40.0) (60.0) (44.4) (55.6)

国連環境計画 9 4 5 11 4 7 10 5 5 16 12 4 15 11 4 17 12 5 18 13 5 16 11 5

（ＵＮＥＰ） (44.4) (55.6) (36.4) (63.6) (50.0) (50.0) (75.0) (25.0) (73.3) (26.7) (70.6) (29.4) (72.2) (27.8) (68.8) (31.3)

アジア・太平洋経済社会委員会 19 5 14 13 5 8 16 9 7 15 11 4 14 8 6 11 7 4 13 7 6 12 6 6

（ＥＳＣＡＰ） (26.3) (73.7) (38.5) (61.5) (56.3) (43.8) (73.3) (26.7) (57.1) (42.9) (63.6) (36.4) (53.8) (46.2) (50.0) (50.0)

経済協力開発機構 48 6 42 41 3 38 45 4 41 49 10 39 49 14 35 48 14 34 53 14 39 51 15 36

（ＯＥＣＤ） (12.5) (87.5) (7.3) (92.7) (8.9) (91.1) (20.4) (79.6) (28.6) (71.4) (29.2) (70.8) (26.4) (73.6) (29.4) (70.6)

国際通貨基金（※1） 29 4 25 32 9 23 28 6 22 39 12 27 47 18 29 52 19 33 56 20 36 58 22 36

（ＩＭＦ） (13.8) (86.2) (28.1) (71.9) (21.4) (78.6) (30.8) (69.2) (38.3) (61.7) (36.5) (63.5) (35.7) (64.3) (37.9) (62.1)

世界銀行

（ＩＢＲＤ）

　　　　　国際開発協会　（※1,2） 98 34 64 143 58 85 107 39 68 88 41 47 101 46 55 102 45 57 102 46 56 112 56 56

（ＩＤＡ） (34.7) (65.3) (40.6) (59.4) (36.4) (63.6) (46.6) (53.4) (45.5) (54.5) (44.1) (55.9) (45.1) (54.9) (50.0) (50.0)

及び国際金融公社

（ＩＦＣ）

　　　　アジア開発銀行　（※1,3） 60 4 56 68 3 65 94 19 75 116 30 86 129 28 101 137 35 102 144 37 107 148 39 109

（ＡＤＢ） (6.7) (93.3) (4.4) (95.6) (20.2) (79.8) (25.9) (74.1) (21.7) (78.3) (25.5) (74.5) (25.7) (74.3) (26.4) (73.6)

（注）1.国際通貨基金（ＩＭＦ）、世界銀行（ＩＢＲＤ）、国際開発協会（ＩＤＡ）、国際金融公社（ＩＦＣ）及びアジア開発銀行（ＡＤＢ）については、平成７年までは外務省調べ。平成８年以降は財務省調べ。

 2.世界銀行グループについては、平成12年以降は、多数国間投資保証機関（MIGA）及び地球環境ファシリティ（GEF）を含み、平成26年以降は、信託基金で雇用されている職員を含む。

 3.ＡＤＢの平成22年以降は前年末の数値。

平成25年平成24年平成23年平成22年平成17年平成２年 平成７年 平成12年



※前ページの続き

人、（％） 人、（％）

総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性 総数 女性 男性

国際連合事務局 167 107 60 162 108 54 万国郵便連合 4 0 4 2 0 2

（ＵＮ） (64.1) (35.9) (66.7) (33.3) （ＵＰＵ） (0.0) (100.0) (0.0) (100.0)

国連開発計画 72 39 33 62 38 24 国際電気通信連合 6 2 4 7 2 5

（ＵＮＤＰ） (54.2) (45.8) (61.3) (38.7) （ＩＴＵ） (33.3) (66.7) (28.6) (71.4)

国連人口基金 10 9 1 13 10 3 世界気象機関 6 1 5 4 0 4

（ＵＮＦＰＡ） (90.0) (10.0) (76.9) (23.1) （ＷＭＯ） (16.7) (83.3) (0.0) (100.0)

国連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｻｰﾋﾞｽ機関 7 5 2 3 2 1 国際海事機関 4 0 4 3 0 3

（ＵＮＯＰＳ） (71.4) (28.6) (66.7) (33.3) （ＩＭＯ） (0.0) (100.0) (0.0) (100.0)

国連難民高等弁務官事務所 58 40 18 60 43 17 世界知的所有権機関 16 5 11 18 6 12

（ＵＮＨＣＲ） (69.0) (31.0) (71.7) (28.3) （ＷＩＰＯ） (31.3) (68.8) (33.3) (66.7)

国連児童基金 71 59 12 84 68 16 国際農業開発基金 5 5 0 4 4 0

（ＵＮＩＣＥＦ） (83.1) (16.9) (81.0) (19.0) （ＩＦＡＤ） (100.0) (0.0) (100.0) (0.0)

ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等と女性のｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄのための国連機関 5 4 1 5 5 0 国連工業開発機関 15 5 10 15 5 10

（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ） (80.0) (20.0) (100.0) (0.0) （ＵＮＩＤＯ） (33.3) (66.7) (33.3) (66.7)

国連訓練調査研究所 2 2 0 3 3 0 国際原子力機関 40 11 29 39 13 26

（ＵＮＩＴＡＲ） (100.0) (0.0) (100.0) (0.0) （ＩＡＥＡ） (27.5) (72.5) (33.3) (66.7)

国連ﾊﾟﾚｽﾁﾅ難民救済事業機関 4 1 3 3 0 3 世界観光機関 2 0 2 0 0 0

（ＵＮＲＷＡ） (25.0) (75.0) (0.0) (100.0) （ＵＮ-ＷＴＯ） (0.0) (100.0)

国際貿易センター 1 1 0 1 1 0 気候変動枠組条約事務局 9 4 5 8 3 5

（ＩＴＣ） (100.0) (0.0) (100.0) (0.0) （ＵＮＦＣＣＣ） (44.4) (55.6) (37.5) (62.5)

国際司法裁判所 0 0 0 0 0 0 国連国際電算センター 0 0 0 0 0 0

（ＩＣＪ） (0.0) (0.0) （ＵＮＩＣＣ） (0.0) (0.0)

国連合同職員年金基金 4 2 2 5 3 2 国連貿易開発会議 8 4 4 8 4 4

（ＵＮＪＳＰＦ） (50.0) (50.0) (60.0) (40.0) （ＵＮＣＴＡＤ） (50.0) (50.0) (50.0) (50.0)

国連大学 7 4 3 6 3 3 国連環境計画 17 12 5 15 11 4

（ＵＮＵ） (57.1) (42.9) (50.0) (50.0) （ＵＮＥＰ） (70.6) (29.4) (73.3) (26.7)

国際労働機関 39 21 18 40 22 18 アジア・太平洋経済社会委員会 11 6 5 12 4 8

（ＩＬＯ） (53.8) (46.2) (55.0) (45.0) （ＥＳＣＡＰ） (54.5) (45.5) (33.3) (66.7)

国連食糧農業機関 42 16 26 41 17 24 経済協力開発機構 50 15 35 54 17 37

（ＦＡＯ） (38.1) (61.9) (41.5) (58.5) （ＯＥＣＤ） (30.0) (70.0) (31.5) (68.5)

国連世界食糧計画 43 26 17 43 29 14 国際移住機関 17 13 4 21 16 5

（ＷＦＰ） (60.5) (39.5) (67.4) (32.6) （ＩＯＭ） (76.5) (23.5) (76.2) (23.8)

国連教育科学文化機関 50 39 11 44 34 10 国際通貨基金（※1） 54 21 33 55 21 34

（ＵＮＥＳＣＯ） (78.0) (22.0) (77.3) (22.7) （ＩＭＦ） (38.9) (61.1) (38.2) (61.8)

世界保健機関 42 20 22 43 20 23 世界銀行

（ＷＨＯ） (47.6) (52.4) (46.5) (53.5) （ＩＢＲＤ）

汎アメリカ保健機関 1 1 0 1 1 0 　　　　　国際開発協会　（※1,2） 174 94 80 174 92 82

（ＰＡＨＯ） (100.0) (0.0) (100.0) (0.0) （ＩＤＡ） (54.0) (46.0) (52.9) (47.1)

国連合同エイズ計画 3 2 1 3 2 1 及び国際金融公社

（ＵＮＡＩＤＳ） (66.7) (33.3) (66.7) (33.3) （ＩＦＣ）

国際民間航空機関 8 2 6 8 2 6 　　　　アジア開発銀行　（※1,3） 148 42 106 150 43 107

（ＩＣＡＯ） (25.0) (75.0) (25.0) (75.0) （ＡＤＢ） (28.4) (71.6) (28.7) (71.3)

（注）1.ＩＭＦ、ＩＢＲＤ、ＩＤＡ、ＩＦＣ及びＡＤＢについては、平成７年までは外務省調べ。平成８年以降は財務省調べ。

 2.世界銀行グループについては、平成12年以降は、多数国間投資保証機関（MIGA）及び地球環境ファシリティ（GEF）を含み、平成26年以降は、信託基金で雇用されている

　 職員を含む。

 3.ＡＤＢの平成22年以降は前年末の数値。

平成26年 平成27年 平成26年 平成27年
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